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経営成績 
 
(1)２００６年度第１四半期連結決算の概要 
 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２兆２，４７０億円 （１１０％） 
営 業 利 益 １７１億円  （  －  ） 
税 引 前 当 期 純 利 益 １１９億円 （２４６％） 
少数株主持分控除前損失 △５６億円 （  －  ） 
当 期 純 損 失 △２２０億円 （  －  ） 

 
当四半期において、米国経済は、原油・原材料価格の高騰等の影響があったものの、良好

な雇用・所得環境を背景に個人消費が底堅く推移し、設備投資も引き続き好調であり、堅調

に推移しました。アジア経済は、中国において高い成長率を維持したこと等から好調に推移

し、また欧州経済の回復も堅調であったことから、世界経済全体としては底堅く推移しまし

た。 

日本経済については、企業収益の改善、雇用・所得環境の改善等により、設備投資、個人
消費が伸長し、堅調に推移しました。 

 
このような状況下、当グループでは、当四半期において、社会・産業インフラ事業の強化

を目的に、日立プラント建設に当社の電機グループの一部を会社分割により承継させるとと

もに、同社と日立機電工業、日立インダストリイズを合併させ、日立プラントテクノロジー

が発足しました。また、日立空調システムと日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューション

を合併させ、日立アプライアンスとして、空調・家電事業を強化しました。 
 
当四半期の当社の連結ベースの売上高は、ストレージが伸長した情報通信システム部門、

薄型テレビ等が伸長したデジタルメディア・民生機器部門、またエレクトロニクス関連の部

品・材料を中心とする高機能材料部門等が前年同期を上回り、全体としては、前年同期比 
１０％増の２兆２，４７０億円となりました。 

 
営業利益については、情報通信システム部門、電子デバイス部門、電力・産業システム部

門、高機能材料部門における事業拡大、原価低減の推進等により、全体としては、前年同期

から１５８億円増の１７１億円となりました。 
 
営業外損益は、為替等の影響により、営業外収益が前年同期比３３％減の９１億円となり、

営業外費用は、前年同期比４２％増の１４３億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比１４６％増の１１９億円、法人税等１７５

億円を差し引いた少数株主持分控除前損益は５６億円の損失となりました。当期純損益は

前年同期から２０億円改善し、２２０億円の損失となりました。 
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(2)部門別売上高・営業利益の概況 

 
各部門の概況は、以下の通りです。 

 
[情報通信システム] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ５，０１８億円 （１１１％） 
営 業 損 失 △６５億円 （  －  ） 

情報通信システム部門の売上高は、ソフト／サービスは、ソフトウェアが堅調に推移した
ほか、アウトソーシング事業を中心にサービスが好調に推移し、前年同期を上回りました。
ハードウェアは、ストレージが伸長したこと等から、前年同期を上回り、部門全体では、前
年同期比１１％増の５，０１８億円となりました。 
営業損益は、ソフト／サービスが、サービスのプロジェクトマネジメント強化等により、
前年同期から改善し、ハードウェアは、ハードディスクドライブの損失が減少したほか、デ
ィスクアレイサブシステムが好調に推移したこと等により、前年同期から大幅に改善しまし
た。その結果、部門全体では、前年同期から１６６億円改善し、６５億円の損失となりまし
た。 

 
（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ

（日立ＧＳＴ）が行っており、３月決算会社である当社の２００６年度第１四半期決算においては、
日立ＧＳＴの２００６年１－３月の数値を計上しています。 

 
[電子デバイス] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，０３９億円 （１１１％） 
営 業 利 益 ９８億円 （２０８％） 

電子デバイス部門の売上高は、日立ハイテクノロジーズが増収となり、また、ディスプレ
イにおいて、中小型液晶が伸長したこと等により、部門全体としては、前年同期比１１％増
の３，０３９億円となりました。 
営業利益は、ディスプレイの収益が改善したこと等により、前年同期比１０８％増の９８
億円となりました。 
 
[電力・産業システム] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ６，０３４億円 （１０３％） 
営 業 利 益 １０９億円 （１２１％） 

電力・産業システム部門の売上高は、本年４月の日立空調システムと日立ホーム・アンド・

ライフ・ソリューションの合併の影響があったものの、日立建機等が伸長し、部門全体では、

前年同期比３％増の６，０３４億円となりました。 

営業利益は、日立建機が好調に推移したこと等から、前年同期比２１％増の１０９億円と
なりました。 

 
（注）２００６年４月１日より日立空調システム（電力・産業システム部門）と日立ホーム・アンド・ラ

イフ・ソリューション（デジタルメディア・民生機器部門）が合併して発足した日立アプライアン

スは、デジタルメディア・民生機器部門に区分されています。 
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[デジタルメディア・民生機器] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，７０８億円 （１２５％） 
営 業 損 失 △１６１億円 （  －  ） 

デジタルメディア・民生機器部門の売上高は、プラズマテレビ等の薄型テレビが伸長した
こと、また、本年４月に日立空調システムと日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューション
が合併し、日立アプライアンスが発足したこと等により、部門全体では、前年同期比２５％
増の３，７０８億円となりました。 
営業損益は、プラズマテレビ等のデジタルメディア製品の販売投資の増加、白物家電にお
ける価格低下の影響等から、部門全体では、前年同期から７９億円悪化し、１６１億円の損
失となりました。 
 
[高機能材料] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ４，２００億円 （１１４％） 
営 業 利 益 ２８３億円 （１２７％） 

高機能材料部門の売上高は、日立化成工業、日立金属がエレクトロニクス関連の部品・材

料を中心に好調に推移したほか、日立電線も伸長したこと等により、部門全体では前年同期

比１４％増の４，２００億円となりました。 
営業利益は、売上増とコスト削減効果等により、部門全体では前年同期比２７％増の 
２８３億円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，０４３億円 （１１２％） 
営 業 利 益 １１億円 （ ７１％） 

物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流がシステム物流を中心に堅調に推移し、海
外販売会社も伸長したことから、部門全体では前年同期比１２％増の３，０４３億円となり
ました。 
営業利益は、国内のサービス会社の減益等により、部門全体では前年同期比２９％減の 
１１億円となりました。 
 
[金融サービス] 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 １，２３１億円 （ ９６％） 
営 業 利 益 ５８億円 （ ９４％） 

金融サービス部門の売上高は、日立キャピタルが横ばいに推移し、前年同期比４％減の 
１，２３１億円となりました。 
営業利益は、前年同期比６％減の５８億円となりました。 
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(3)国内・海外売上高の概況 
 

 ２００６年度第１四半期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 １兆２，６５８億円 （１０２％） 
海 外 売 上 高 ９，８１１億円 （１２１％） 

う ち ア ジ ア ４，３０１億円 （１２３％） 
う ち 北 米 ２，７４３億円 （１２４％） 
う ち 欧 州 １，９６４億円 （１１４％） 
そ の 他 の 地 域 ８０２億円 （１２０％） 

 

 当四半期において、国内売上高は、前年同期比２％増の１兆２，６５８億円となりました。 
海外売上高は、中国を中心とするアジアと北米が大きく伸長したほか、欧州も前年同期を
上回り、全体としては、前年同期比２１％増の９，８１１億円となりました。 
この結果、連結売上高に占める海外売上高の比率は、前年同期比４ポイント上昇し、４４％

となりました。 
 
(4)設備投資・減価償却費・研究開発費 
 

設備投資（完成ベース、営業用を除く）は、ハードディスクドライブやプラズマディスプ

レイパネル、自動車機器等への投資を中心に、前年同期比３１％増の１，０２８億円を実施

しました。減価償却費（営業用を除く）は前年同期比５％増の８５７億円となりました。研

究開発費は、基礎・基盤研究の強化のほか、ハードディスクドライブや自動車関連分野、ま

たディスプレイ関連分野、デジタルメディア関連分野の開発力強化を中心に、前年同期比

３％増の９５７億円（対売上高比４．３％）となりました。 
 
財政状態 

 

(1)財政状態 
 

 総資産は、前期末並みの９兆９，８４０億円となりました。有利子負債は前期末比 
１，１０９億円増の２兆５，２９９億円となりました。株主資本は、当四半期において当期

純損失を計上したため、前期末比５２６億円減の２兆４，５５１億円となりました。この結

果、株主資本比率は前期末比０．４ポイント悪化し、２４．６％となりました。Ｄ／Ｅレシ

オ（少数株主持分含む）は、株主資本の減少と有利子負債の増加により、前期末比０．０５

ポイント悪化し、０．７３倍となりました。 
 
 
 
 

 ２００６年度第１四半期末 ( 前期末比増減 ）

総 資 産 ９兆９，８４０億円 ( △３７１億円 ）
負 債 合 計 ６兆４，９５２億円 ( １８６億円 ）
う ち 有 利 子 負 債 ２兆５，２９９億円 ( １，１０９億円 ）
少 数 株 主 持 分   1兆０，３３６億円 ( △３１億円 ）
株 主 資 本 ２兆４，５５１億円 ( △５２６億円 ）
株 主 資 本 比 率 ２４．６％ ( ０．４  ポイント悪化 ）
Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．７３倍 ( ０．０５ポイント悪化 ）
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(2)キャッシュ・フローの状況 

 ２００６年度第１四半期 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー △３９８億円 ( １５８億円 ）
投資活動に関するキャッシュ・フロー △１，９１３億円 ( △７３０億円 ）
フリー・キャッシュ・フロー △２，３１２億円 ( △５７２億円 ）
財務活動に関するキャッシュ・フロー ６３６億円 ( △６０億円 ）

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、前年同期比 
１５８億円支出額が減少し、３９８億円の支出となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、注力事業を中心に設備投資を増額したこと等に
より、前年同期比７３０億円支出額が増加し、１，９１３億円の支出となりました。 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フロー

を合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比５７２億円悪化し、２，３１２億円の
赤字となりました。 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、６０億円収入が減少し、６３６億円の収
入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期中に１，６９５億円減少し、４，８８６
億円となりました。 

 
２００６年９月中間期連結決算の見通し 

 
 ２００６年９月中間期 （前年同期比） 

売 上 高 ４兆５，９００億円 （１０４％） 
営 業 利 益 ５００億円 （ ６４％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ６００億円 （ ７３％） 
少数株主持分控除前利益 ２００億円 （ ９４％） 
当 期 純 損 失 △１００億円 （  －  ） 

 
当グループでは、今後の世界経済の動向について、米国経済は、これまでの金利引き上げ

の効果により住宅投資や個人消費等の伸びが弱まり、緩やかに減速すると見込んでいます。 

一方で、アジア経済は、中国の国内需要に支えられ堅調に推移する見込みですが、欧州経

済は米国経済の減速の影響を受け、景気回復のペースが鈍化する懸念があり、全体としては、

２００６年度後半にかけて緩やかに鈍化していくものと見込んでいます。  

今後の日本経済については、企業収益の改善を受けた設備投資や雇用環境の改善による個

人消費の伸長等により好調に推移するものの、後半からは米国を中心とする世界経済の減速、

原油等原材料価格の高止まりなどによる企業収益の伸びの鈍化などにより景気拡大は緩や

かなものになると見込んでいます。 
 
  このような環境のもと、当グループの２００６年９月中間期の業績は、２００６年４月 
２７日の２００６年３月期決算発表時点と同じ、前記の水準を見込んでいます。 
当グループでは、将来の発展に向けて事業再編を推進しており、ネットワーク事業関連の
子会社の再編を本年１０月に行うことを決定しました。また、アジア地域における事業拡大
に向け、本年８月にはアジア総代表を設置します。 
当グループでは、グループ内の研究開発、営業、人材、資金等の経営資源を最大限に活用
して、新事業の創出や注力事業の強化を推進するとともに、グループシナジーを活かした業
務の標準化や統合運営等により、資材費、経費、ＩＴ運用費用等の原価低減を着実に実行し、
高収益体制への事業構造改革、財務体質の強化等を進めていきます。 
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また収益的に課題となっているハードディスクドライブ、薄型テレビ、液晶等の

事業に関しては、開発力やコスト競争力、販売力等事業全般にわたって抜本的な対

応策を講じ、早期の改善を図っていきます。さらに、海外事業拡大に向けた様々な取り

組み等、将来の発展に向けて事業構造改革を推進することにより、連結ベースでの競争力向

上、収益基盤の強化につとめていきます。なお、２００６年度第２四半期の為替レートは、

１１０円／ドル、１４０円／ユーロを想定しています。 
 
なお、本年６月以降、中部電力株式会社浜岡原子力発電所５号機および北陸電力株式会社

志賀原子力発電所２号機にて見つかった当社製の蒸気タービンの損傷に関しては、現在、原

因の究明および復旧に向け、全力をあげて鋭意取り組んでおります。 
 
 
 

(注) 本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがあり

えます。その要因のうち、主なものは以下の通りです。 
 

• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門
及びデジタルメディア・民生機器部門) 

• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当会社及び子会社
の能力 

• 急速な技術革新(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア･民生機器
部門) 

• 為替相場変動(特に円／ドル相場) 
• 製品需給及び為替変動に対応する当会社及び子会社の能力 
• 主要市場(特に日本、米国及びアジア)における経済・社会状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保(特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデ
ジタルメディア･民生機器部門) 

• 当会社、子会社又は持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続 
• 製品やサービスに関する欠陥・瑕疵等 
• 事業構造改善施策の実施 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 資金調達環境(特に日本) 
• 日本の株式相場変動 

以上 
 
 


	2006年度第1四半期 連結業績の概要
	平成19年3月期 第1四半期財務・業績の概況（連結）
	2006年度第1四半期 連結業績の概要
	概要
	経営成績・財政状態・2006年9月中間期連結決算の見通し
	比較連結損益計算書
	比較連結貸借対照表
	比較連結キャッシュ・フロー計算書
	セグメント情報

	補足資料
	2006年度第1四半期連結業績に関する補足資料
	情報通信システム、ディスプレイ及びデジタルメディアに関する補足資料





